
令和６年度の様子

我が国は、令和２年10月に2050年カーボンニュートラルの実現を宣言し、脱炭素社
会の実現に向けて大きく舵を切りました。これを実現する具体的な道筋としてとり
まとめた「地域脱炭素ロードマップ」（令和３年６月 国・地方脱炭素実現会議決
定）では、「地域脱炭素は地域の成⾧戦略」ということを掲げています。つまり、
脱炭素の主要なフィールドは地域であり、事業スキーム次第では地域課題の同時解
決にもつながるものであり、そのためには地方公共団体・企業・住民といった地域
のステークホルダーが主体的に脱炭素に向けて取り組むことが重要だと、環境省は
考えています。

一方で、地方公共団体における脱炭素に関する人材や専門的知見の不足が課題と
して指摘されているとともに、特に民生部門・産業部門での脱炭素化は民間企業の
取り組みにより達成することが不可欠であることから、地方公共団体と経験・ノウ
ハウ・知見を有する民間事業者との協働が大切です。

本イベントは、地域脱炭素に取組みたい地方公共団体と、脱炭素に関する豊富な
経験等を有する民間事業者との間で人的ネットワークを構築し、地域脱炭素を推進
していくことを目的として開催します。
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佐賀県鹿島市×NTTアノードエナジー㈱、栗田工業㈱、スマートエナジー熊本㈱（令和４年度事例）

愛知県×明治電機工業㈱（令和５年度事例）


